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［川崎医療福祉学会ニュース〕

川崎医療福祉学会

　

第３３回研究集会

日時：平成１９年１１月２１日（水）１３：００～１７：３０

場所：川崎医療福祉大学

　

１０階

　

大会議室
司会 平野

　　

聖

研究発表

（１）フィリピン人介護者導入における一考察

第一福祉大学

　

人間社会福祉学部

　　

○竹並

　

正宏

（２）法医学から見た児童虐待の実態

　

一目験例を中心に－－

川崎医療福祉大学

　

医療福祉学科

　　

○石津日出雄

（３）重度視覚障害における健康関連ＱＯＬへの影響

川崎医療福祉大学大学院

　

感覚矯正学専攻

　

博士課程

　　

○藤原

　

篤之

川崎医療福祉大学

　

感覚矯正学科

　　　

田淵

　

昭雄

（４）発達障害児支援に携わる公立小・中学校教職員の実態

川崎医療福祉大学大学院

　

医療福祉学専攻

　

博士課程

　　

○小谷

　

怜奈

川崎医療福祉大学

　

医療福祉学科

　　　

田口

　

豊郁

川崎医療福祉大学大学院

　

医療福祉学専攻

　

博士課程

　　　

谷原

　

弘之

（５）肢体不自由児施設のリービングケアの実態

　

～職員に対するアンケート結果を基に～

川崎医療福祉大学大学院

　

医療福祉学専攻

　

修士課程

　　

○杉本

　

明生

川崎医療福祉大学 医療福祉学科

　　　

末光

　　

茂

（６）心疾患を伴う整形外科患者に対する運動療法の効果

川崎医療福祉大学大学院

　

リハビリテーション学専攻

　

博士課程

　　

○大槻

　

桂右

川崎医療福祉大学

　

リハビリテーション学科

　　　

渡還

　　

進

川崎医療福祉大学大学院

　

感覚矯正学専攻

　

博士課程

　　　

藤原

　

篤之

（７）高齢者居住施設における浴室環境の違いが介護労働に与える影響

川崎医療福祉大学大学院

　

医療福祉デザイン学専攻

　

修士課程

　　

○太田

　

明彦

川崎医療福祉大学

　

医療福祉デザイン学科

　　　

松本

　

正富

　　

大戸

　　

寛

川崎医療福祉大学 医療情報学科

　　　

太田

　　

茂

国立大学法人茨城大学

　

教育学部

　　　

斎藤

　

芳徳

川崎医療福祉大学大学院

　

医療福祉デザイン学専攻

　

修士課程

　　　

野上

　

直紀
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（８）水の物理的特性と浸水時の心拍数変化

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

川崎医療福祉大学

　

健康体育学科

　　

○小野寺

　

昇

　　

白

　　

優覧

　　　　　　　　　　

川崎医療福祉大学大学院

　

健康科学専攻

　

博士課程 西村

　

一樹

　　

小野くみ子

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

関

　　

和 俊 吉 岡

　　

折

（９）工ＣＦの概念を支える用語に関する研究

川崎医療福祉大学大学院

　

医療情報学専攻

　

博士課程

　　

○樫部

　

公一
川崎医療福祉大学

　

医療情報学科 岡田美保子

　　

三田

　

勝己

（１０）子どもの抑うつ感情と自己肯定感の関係性

川崎医療福祉大学大学院

　

保健看護学専攻

　

修士課程

　　

○長町

　

展江
川崎医療福祉大学

　

保健看護学科

　　　

鈴井江三子

（１１）特別養護老人ホームにおけるターミナルケアと介護職員の意識

川崎医療福祉大学大学院

　

医療福祉学専攻

　

修士課程

　　

○渥美

　

昇平
川崎医療福祉大学

　

医療福祉学科

　　　

小河

　

孝則

　　

田並

　

尚恵

（１２）携帯型瞳孔視野計の開発

　　　　　　　　　　　　　　　　　

川崎医療福祉大学

　

感覚矯正学科

　　

○前田

　

史篤

　　

田淵

　

昭雄

可児

　

一孝
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研究発表要旨

（１）フィリピン人介護者導入における－考察

第一福祉大学

　

人間社会福祉学部

　

○竹並

　

正宏

【要

　

旨】

　

経済連携協定（ＥＰＡ）で日本とフィリピンは大筋

合意している．日本はこれに基づき福祉・看護系の

人材の受入れを始める． 介護業界は労働条件の厳し

さなどから慢性的な人手不足が続いている．フィリ

ピンからの介護人材の受け入れで人手不足の緩和が

期待され，離職率の穴を埋める．

　

長い間の文化や生活の様式が違う外国人に，日本

の高齢者の介護は本当に無理なのか，外国人が低賃

金で働けば介護従事者の労働条件が悪化するなどの

声も聞かれる．日本介護福祉士会では，現在の日本

人介護従事者の労働条件改善が先決という内容の見

解を示している．また外国人にとって，高齢者の介

護は相当の日本語能力が必要で，対象者は極めて限

定されるというのが介護業界においては一般的な見

解である．

　

介護するということに心がこもっているのか， 介

護福祉士養成学校では基本的な介護技術は身につい

ているのか，高齢者に暖かく接する気持ちはあるの

か等の受入れや評価は， 介護を受ける人々が国籍に

関係なく判断するのではないだろうか．日本政府関

係者も実際に始まってみなければ分からないという

のが本音であろう．

　

日本は自国の看護師・介護福祉士を育成する努力

はしていかなければならないが， 介護のグローバル

化は待ったなしである．

　

フィリピン国家の政策として介護・看護職の外国

就労を奨励し外貨を稼ぐ．また日本で専門的な介

護・看護を学び，そのノウハウを持ってフィリピン

でそれを広める．そのようにお互いが高齢者の尊厳

を守っていくことが理想であろう．

　

現状においてやるべきことは，受入れの整備， 環

境作り， 体制作り， それと社会の意識改革に最大限

努力をする必要を改めて痛感した次第である．

（２）法医学から見た児童虐待の実態

　

一目験例を中心に

川崎医療福祉大学

　

医療福祉学科

　

○石津日出雄

【要

　

旨】

　

１９９０年から２００５年までの１６年間に，岡山大学医学

部法医学教室で演者自身が執刀した子どもの死亡例

８０例のうち，児童虐待に該当すると思われる剖検例

２２例を調査した．その結果，児童虐待例２２例中身体

的虐待１３例，性的虐待１例，ネグレクト８例であっ

た．ネグレクトには両親が外出中に自宅に残してい

た３歳，４歳，５歳の子ども３人が火災で死
亡した

１件があった．被虐待児の年齢分布を見ると２歳児

が５例（２２．７％）で最も多く，０～４歳までが１８例

（８１．８％）と年少児が多かった．男女別では男児７

例，女児１５例であった．虐待の加害者２３名中実母
が

１１人（４７．８％）で一番多く，次は実父３人（１３．０％）

と継父３人（１３．０％）であった．加害者の年齢は２０

歳代が多かった．虐待の原因・動機では，虐待を受

ける児側の原因として，反抗的態度・いいつけをき

かないが多く（４例），次いでなつかない（２例）で

あった．加害者側では， 養育に対する無知（５例），
次いで体罰（４例），精神異常（２例）の順であった．

虐待の手段は， 身体的虐待では殴打・足蹴り等（７

例）と頭部圧迫（７例）が多かった．ネグレクトに

は，栄養の怠慢，安全の怠慢，医療の怠慢のいずれ

の例もあった．

　

演者が経験した司法解剖例の中から， ①離婚した

実母が前夫の親族に預けていた４歳長女を引き取っ

たものの， 実母と継父になつかないという理由で両

名から殴る．蹴る・投げ捨てるなどの暴行を繰り返し

て受け，急性硬膜下血腫で死亡した身体的虐待の事

例，②施設に預けていた２歳の長男を家に引き取っ

たが，児が自分の意図に従わないことに立腹した実

父が，顔面を数回殴打，さらに両腕・両足を手拳で

殴打する等の暴行を加え， 急性硬膜下血腫で死亡し

た身体的虐待の事例，及び③食事は１日１回，多く

て２回しか与えられず日頃から虐待をうけていた２

歳女児が，母親にシャワーで熱湯を浴びせられ，広

範な熱傷を受けたが病院等での治療を受けさせても

らえず，感染による敗血症で８日後に死亡した身体

的虐待十ネグレクトの事例の３例について解剖所見

を紹介した．

　

法医学者は被虐待児の解剖から得た経験知識を，
児童虐待の予防と早期発見のためにもっと生かさな

ければならないと考えた．
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（３）重度視覚障害における健康関連ＱＯＬへの影響

川崎医療福祉大学大学院

　

感覚矯正学専攻

　

博士課程

　

○藤原

　

篤之
川崎医療福祉大学

　

感覚矯正学科

　　

田淵

　

昭雄

【要

　

旨】

目的：患者の全人医療を行う目的において，健康関

連ＱＯＬ（以下ＨＲＱＯＬ）評価が重要視され，近年

ＨＲＱＯＬの評価法が報告されるようになった．今

回，重度視覚障害者（身障手帳１，２級を所持する
者）を対象に，ＨＲＱＯＬの評価尺度であるＶＦＱ‐２５

（疾患特異的尺度）とＳＦ‐３６（包括的尺度）を用いて

ＨＲＱＯＬ評価を行った．
対象及び方法：対象は７１名（女３２名，男３９名）で平

均年齢５８歳である．そのうち身障手帳１級所持者は

４０名，２級は３１名であった． 全対象者に，ＶＦＱ‐２５
とＳＦ‐３６によるＨＲＱＯＬ評価を行った．ＶＦＱ‐２５は

１９，ＳＦ‐３６は３５の項目から構成される．
結果：ＶＦＱ‐２５では全項目スコアで身障手帳１級所

持者のほうが２級よりも低い値を示した．特に，－

般的見え方と近見視力による行動の項目が低下する

傾向にあり， 両眼でのものの見え方の低下のうち，

特に近見視を必要とする場面での行動制限を自覚し

ている傾向にあった．またＳＦ－３６では身障手帳１，
２級所持者ともに全項目スコアが国民標準値より低

値を示し，その傾向は１級所持者に顕著であった．
そして，日常生活上の行動を身体的な障害の理由に

より自力で行うことができないと強く感じるととも

に，特に仕事や普段の活動時において身体的，精神的

な理由による制限を自覚しているという傾向にあっ
た．両尺度から総合的に解釈すると，重度視覚障害

による影響は仕事などの活動時に現れ， その要因と

して近見視を必要とする場面での行動制限によると

考えられた．
考桜及び泥諦諭：患者のＨＲＱＯＬを評価するために，
疾患特異的・包括的尺度を組み合わせる事で，重度

視覚障害者の総合的なＨＲＱＯＬを評価することが

できた．今後，両尺度の特徴を兼ね備えた独自の評

価法を検討していく予定である．

（４）発達障害児支援に携わる公立小・中学校教職員の実態
川崎医療福祉大学大学院

　

医療福祉学専攻

　

博士課程

　

○小谷

　

怜奈
川崎医療福祉大学

　

医療福祉学科

　　

田口

　

豊郁

川崎医療福祉大学大学院

　

医療福祉学専攻

　

博士課程

　　

谷原

　

弘之

【要

　

旨】

　

Ａ県内３市２町において発達障害児支援に携わる

公立小・中学校教職員の実態に関する調査を行った．
調査の目的は，特別支援教育の導入による，発達障

害児の地域援助における「学校」の位置づけを明確

化し，教職員のサポート体制を確立するための現状

把握であった．なお，調査には，既存の「職業性スト

レス簡易調査票」及び自由記述による業務分析シー

トを用い，文献既知の方法に従って分析を行った．

　

調査の結果，発達障害児支援に携わる学校教職員

は，仕事の量的負担・質的負担・身体的負担と自己の

適性を職務遂行上のストレス要因として感じている

ことが明らかとなった．これらの要因によって生じ

る自覚的なストレス反応（活気の欠如，イライラ感，
疲労感，不安感，抑うつ感， 身体愁訴の６項目）の

表出傾向についてクラスター分析を行ったところ，
５つのクラスターに分類された． 各クラスターは，
ストレス要因に対して外的反応を示す①イライラ群

（第１クラスター，１１＝１６），②肉体疲労群（第２クラ

スター，１１＝１０）と内的反応を示す③不安群（第４ク

ラスター，ｎ＝１６）， ④抑うつ群（第５クラスター，

ｎ＝１３）及び， ⑤ストレス反応の表出程度が軽微な

群（第３クラスター，ｎ＝１９）であると要約できた，

　

また，上記のクラスターに属する教職員の，外部機

関に対する要望を整理すると，ストレス要因に対し

て外的反応を示す傾向のある第１・第２クラスター

においては， 人的環境の充実や外部機関への学校業

務の分担， 発達障害児支援マニュアルの作成等， 第

３者による学校全体へのサポートの必要性が挙げら

れたのに対し，ストレス要因に対して内的反応を示

す傾向のある第４・第５クラスターにおいては， 自

己の教育活動に対する理解や第３者による対人面の

改善が挙げられた．さらに， 第１・第２クラスター

においては，発達障害児の支援中に， 叱責や身体・

行動抑制といった不適切な対応（心理的事故．ヒヤ

リハット）がしばしば見られ，教育的対応の困難が

強く訴えられた．

　

本調査により， 発達障害児支援に携わる教職員の

ストレス反応の表出傾向と，外部機関に対する要望

や心理的事故・ヒヤリハットの発生の間に関連性が

示唆された．公立小・中学校教職員が健全な姿勢で

発達障害児支援に携わることが可能となるよう，特
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別支援教育の推進と並行して， 教職員のニーズに応

じたサポート体制が検討されるとともに，メンタル

ヘルスケアに対する意識が高まることが求められる

であろうと考える．

（５）肢体不自由児施設のリービングケアの実態

　

～職員に対するアンケート調査を基に～

川崎医療福祉大学大学院

　

医療福祉学専攻

　

修士課程

　

○杉本

　

明生

川崎医療福祉大学 医療福祉学科

　　

末光

　　

茂

３．調査方法

全国の肢体不自由児施設を対象にアンケート用紙

を郵送し， 回答を得た．回収率は４１．９％．施設の概

要を調査する共通票と，個人の支援内容を調査する

個人票を郵送した．個人票は，５７名分の回答を得る

ことができた．今回は個人の支援内容の分析結果を

中心に報告する．
４．調査結果

　

支援型より自立型の方が家事支援と外出に関する

生活支援ができていること明らかになった．余暇活

動と性教育の項目については明らかな差がでなかっ

た．

５． まとめ

　

個別の余暇活動支援のプログラムと余暇活動支援

のプログラムの作成が必要であることが明らかに

なった．今後の課題として，さらに，調査結果の年

齢別の生活支援内容の分析と，自由記述の調査結果

の整理・分析を行い， 自立支援にむけたプログラム

作成の課題について明らかにする．

【要旨】
１． はじめに

近年， ノーマリゼ」ションの理念の普及により，

障害者福祉分野は支援費制度，障害者自立支援法と

施策の変革が進み，どんな障害を持っていても地域

で生活することが求められている．しかし，肢体不

自由児施設は重度化が進み， また，虐待等を含めた

障害児の社会的な入園として生活場所となっている．
人生の基盤を作る重要な時期に児童福祉施設である

肢体不自由児施設で生活する利用者にとって将来に

むけたり一ビングケアの構築を図る必要がある．そ

して，リービングケアに関する研究は必ずしも多く

　　　　　

２，研究目的

　

将来地域で生活が予想される利用者に対す生活支

援の内容を再検討し，リービングケアの構築を図る

必要がある．そこで，肢体不自由施設でのり‐ビン

グケアの実態と今後の課題について明らかにしたい．

（６）心疾患を伴う整形外科患者に対する運動療法の効果

川崎医療福祉大学大学院

　

リハビリテーション学専攻

　

博士課程

　

○大槻

　

桂右

川崎医療福祉大学

　

リハビリテーション学科

　　

渡遷

　　

進

川崎医療福祉大学大学院

　

感覚矯正学専攻

　

博士課程

　　

藤原

　

篤之

【要

　

旨】
【目的】ノ亡・疾患で入院や受診した患者の労作時息切

れや疲労感は心疾患特有症状だが，高齢者によく存

在する変形性関節症などの整形外科的疾患の影響は

ないのだろうか．骨関節系の痛みのために労作時息

切れや疲労感が出現する部分があるならば，整形外

科的理学療法にて労作時息切れや疲労感の改善は可

能ではないだろうか． 今回，我々は心疾患に変形性

膝関節症を合併する患者群に対して変形性膝関節症

に対する運動療法プログラムを４週間実施した．
【対象と方法】当院に入院または外来受診された変

形性膝関節症に何らかの心疾患を合併する患者２９名

（男性４名，女性２５名）とした．膝関節症に対する運

動療法プログラムを週４回の割合で実施した．測定

指標は収縮期血圧（ｓｙｓｔｏｌｉｃｂｌｏｏｄｐｒｅｓｓｕｒｅ；ＳＢＰ），

拡張期血圧（ｄｉａｓｔｏｌｉｃｂｌｏｏｄｐｒｅｓｓｕｒｅ），脈圧（ｐｕｌｓｅ

ｐｒｅｓｓｕｒｅ；ＰＰ）， 心拍数（ｈｅａｒｔｒａｔｅ；ＨＲ），二重積

（ｄｏｕｂｌｅｐｒｏｄｕｃｔ；ＤＰ）とし，安静時ならびに運動

直後に測定した．膝関節痛はＶｉｓｕａＩＡｎａｌｏｇＳｃａｌｅ

（ＶＡＳ） を用いて評価した．また生理学的コスト指

数を用いてエネルギー効率の指標とした．
【結果】４週間後の安静時ＤＰ，ＨＲに有意な低下が

認められた．また運動直後ではＳＢＰ，ＰＰ，ＤＰに

有意な低下が認められた．ＶＡＳは有意な低下を示し

た．さらに生理的コスト指数も有意な低下を示し，
エネルギー効率が改善していることがうかがえる結

果となった．
【結論】本研究結果から，心機能負担を軽減するた

めには骨関節系の疾患の治療も有用ではないかとい

う示唆を受けた．
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（７） 高齢者居住施設における浴室環境の違いが介護労働に与える影響

川崎医療福祉大学大学院

　

医療福祉デザイン学専攻

　

修士課程

　

○太田

　

明彦

川崎医療福祉大学

　

医療福祉デザイン学科

　　

松本

　

正富

　　

大戸

　　

寛

川崎医療福祉大学 医療情報学科

　　

太田

　　

茂

国立大学法人茨城大学

　

教育学部

　　

斎藤

　

芳徳

川崎医療福祉大学大学院

　

医療福祉デザイン学専攻

　

修士課程

　　

野上

　

直紀

【要

　

旨】

　

本研究の目的は，高齢者居住施設における個別対

応の入浴ケア環境の構築に向けての実証的資料を得

るべく，施設の浴室環境とそれに付随するケアの違

いが日常介護の具体的な内容やその労働に与える影

響について考察することである． 具体的には，特別

養護老人ホームにおいて一般入浴と座位入浴の双方

に対応できる昇降式座位浴槽を導入し，集団的処遇
の入浴介助からマンツーマン入浴へと体制移行する

機会を利用して， その前後の介護スタッフの運動量

と行動内容について比較を行った．この際，運動量

は携帯型加速度計による１０分毎の歩数，行動内容は

１分ごとの滞在場所・行為内容を逐次記録する非参
与の行動観察調査によるものとし， 介護スタッフは

入浴係・フロア係・浴室誘導係（体制移行後はフロ

ア係補助）の役割ごとに分けての比較分析を行った．
結果を以下に列記する．

（１） 介護スタッフ全体として見ると，日常介護

　

での運動量は２００歩／（１０分）程度で推移し，

　　

日中業務８時間当たりの換算では１０，０００歩

　

程度であった．
（２） 一方で，入浴時間の浴室誘導係の歩数のみ

　

が４００歩／（１０分）を超える値に突出していた

　　

が，マンツーマン入浴の導入による業務内容

　　

の変化で，他の役割のものと同様の２００歩／

　　

（１０分）程度に減少した．
（３） 浴室誘導係がフロア係補助に業務が変わっ

　　

たことで，入浴時間帯における「食事介護」

　　

「居室内介護」「その他介護」等の日常介護へ

　

の関わりが４割ほど増加した．
（４） さらに， 浴室誘導に専従するマンパワーが

　

削減できた結果，フロア係も含めた交代で

　　

の休憩時間が増加した．

（８）水の物理的特性と浸水時の心拍数変化
川崎医療福祉大学

　

健康体育学科

　

○小野寺

　

昇

　　

白

　　

優覧

川崎医療福祉大学大学院

　

健康科学専攻

　

博士課程 西村

　

一樹

　　

小野くみ子

【要

　

旨】

　

体が浸水すると水圧の影響を受け， 陸上の心拍数

よりも減少する．この現象は，水圧が静脈に作用し

て静脈血の流れがよくなるためであり， 数十秒のう

ちに生ずる（静脈還流の促進）．年齢に関係なく‘・拍

数は減少するが，高齢者ほどあまり減少しない．心

拍数の減少は，男性と女性でその差は少ない． 浸水

時に心拍数が低下するのは，静脈還流の増加にとも

なう一回拍出量の増加が要因である．水深が深くな

れば静脈還流が促進される． 逆に水深が浅い時には，
静脈還流は陸上とあまり変わらない．この現象は，
立位で顕著である．水中トレッドミル歩行時の心拍

数は，水位と歩行速度に依存して増加する． 陸上歩

行と同じ速度で比較すると時速４ｋｍまでは， 陸上

歩行の心拍数が高いが， 時速４ｋｍよりも速くなる

と水中歩行の心拍数が高くなる（水位：大転子）．水
中運動において，心拍数は指数関数的な変化をする．
プール歩行の歩行速度は， 時速３ｋｍが限界であろ

う．移動する前方方向の面積に依存して水の粘性負

　　　　　　　　　　

関

　　

和俊 吉岡

　　

折

荷が生じるため，水中トレッドミル歩行よりも心拍

数は，高くなる．水中トレッドミル歩行（水位：大

転子，４５分間）を水温２２℃と３０℃で行い，直腸温，
心拍数，酸素摂取量を比較した．直腸温は，３０℃で

は上昇し，２２℃では低下した． 一方，心拍数と酸

素摂取量は，どちらの水温でも時間の経過とともに

上昇したが，２２℃の条件では著しく上昇した． 水

温２２℃ 環境における心拍数と酸素摂取量の上昇は，
体温の低下をできるだけ小さくするような生理応答

が生じる．水中では，どの方向に体を動かしても水

の粘性抵抗が負荷として掛かる．どの方向に体を動

かしてもエキセントリックな収縮要素がほとんどな

い．このことが， 水中運動の大きな特徴である．心

拍数と酸素摂取量からみると上下移動，左右移動，
前後移動の順にエネルギー代謝量が大きくなる．移

動方向にかかる体表面積の大きさの順序に従って変

化するものと考えられる．上下動作は， 浮力の影響

が加わるために，最も心拍数と酸素摂取量が少ない．
妊婦水泳のプログラムの１つとして実施されている
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水中座禅時には， 心拍数の減少と血圧の上昇が起こ

　　　

単独の指標として有用であることが示されている．

る．顔が浸水し，息こらえ状態になるため，顔面反

　　　

血圧， 酸素摂取量， 体温などの指標と合わせて用い

射が生じた状態に似ている．心拍数低下と血圧上昇

　　　

ることでより有益な指標として活用できるものと考

の個人差が極めて大きい．浸水時の心拍数変化は，

　　

える．

（９）ＩＣＦの概念を支える用語に関する研究

川崎医療福祉大学大学院

　

医療情報学専攻

　

博士課程

　

○樫部

　

公一

川崎医療福祉大学

　

医療情報学科 岡田美保子

　　

三田

　

勝己

【要

　

旨】
障害 に 関 す る 国 際 的な 分類と し て「ＩＣＦ

（工ｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａＩＣ１ａｓｓｉ負ｃａｔｉｏｎｏｆＦｕｎｃｔｉｏｎｉｎｇ，Ｄｉ

ａｂｉｌｉｔｙａｎｄＨｅａｌｔｈ）：国際生活機能分類」がある．
ＩＣＦは，２００１年５月，第５４回ＷＨＯ総会において

採択された．工ＣＦは，単に心身機能の障害により生

活機能の障害を分類しようとするのではなく，活動

や社会参加， 環境因子に注目している点に特徴があ

る．ＩＣＦについては，障害や疾病を持った人やその

家族，保健．医療・福祉等の幅広い分野の従事者の

間で， 障害や疾病の状態についての共通理解を可能

とするための活用，さらに障害者に向けたサービス

の計画・評価・記録や， 障害者に関する統計などへ

の活用が期待されている．

　

発表者らは，特にＩＣＦの「活動と参加」の領域に

焦点をあて，家族や介護職等による「在宅での日常

生活の記録」を支援することを主たる目的として，
ＩＣＦのコード検索やナビゲート機能を有したブラウ

ジングツールを開発している．

今回は，利用者の目的とするＩＣＦコ←ドへの到達

を支援するために，ＩＣＦの項目と関連のある基本的

用語の整理と関連度のスコア付けを行い，用語辞書

の開発を試みた．用語辞書の開発は，ＩＣＦの「活動

と参加」の領域に限定し，各項目の「項目名」「定

義」「含まれるもの」を対象とした．用語抽出の手順

は次のとおりである．１）「茶室」と「和布蕪」を用

いた形態素解析の実施，２）形態素解析の結果に対

する中川らのルールを用いた複合名詞の抽出，３）

中川らの手法を用いた複合名詞の関連度のスコア付

け．形態素解析結果の差分語と複合名詞の差分用語

に対して妥当性の確認を行ったところ，「和布蕪」の

方が良い結果を示し，「和布蕪」を基に用語抽出する

こととした．形態素解析の結果には，一部，不適当

なものが含まれ， 自動抽出の方法に改善をはかる必

要がある．また，用語辞書については，今後，実際

の利用を通じて評価する必要がある．

　　

（１０）子どもの抑うつ感情と自己肯定感の関係性

川崎医療福祉大学大学院

　

保健看護学専攻

　

修士課程

　

○長町

　

展江

川崎医療福祉大学

　

保健看護学科

　　

鈴井江三子

【要

　

旨】

【目的１
子どもが持つ抑うつ感情及び自己肯定感の実態を

明らかにする．
子どもの抑うつ感情と自己肯定感の関係性を明ら

かにする．
【対象と方法】

子どもの抑うつ感情を客観的に評価するため，改

訂版子ども抑うつ尺度（ＪａｐａｎｅｓｅＣｈｉｌｄＤｅｐｒｅｓｓｉｏｎ

Ｓｃａｌｅ）（１３項目）（以下ＪＣＤＳと示す）を作成した．
ＪＣＤＳは第１因子「自己否定」（６項目），第２因子

「孤独感」（４項目），第３因子「不完全な充足感」（３

項目）の３因子１３項目が抽出された．クロンバッ

クのα係数は， 第１因子０．７８０，第２因子０．７０７，第

３因子０．６５１であり， 累積寄与率は４５．０％であった．

ＪＣＤＳと既存の子ども用５領域自尊心尺度（佐藤，
１９９２）と併用し，岡山県内の小学６年生３４０人を対

象に本調査を実施した．
【結果】
子どもの１６．７％は抑うつ感情が高いことが明らか

になった．また， 自己肯定感は平均値より低い子ど

もが４２．５％いることが明らかになった．
ＪＣＤＳ得点と子ども用５領域自尊心尺度得点と

の総和間に負の相関ｒ＝－０．５２１（ｐ＜０．００）を認め

た．さらに，因子別の相関を求めたところ自己否

定得点ではｒ＝ －０．３４８（ｐ＜０．００），孤独感得点で

はｒ＝－０．３１５（ｐ＜０．００），不完全な充足感得点では

ｒ＝ －０‐４８１（ｐ＜０‐００） であった．

【結論】

　

子どもの抑うつ感情には「自己否定」「孤独感」「不

完全な充足感」の３因子が抽出された．子どもの２

割程度は抑うつ感情が高く，４割程度は自己肯定感

が低いことが明らかになった．子どもの抑うつ感情

と自己肯定感とは負の相関があり， 因子別の相関で
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は「不完全な充足感」が最も強い負の相関を示した

【キーワード】

自己肯定感，抑うつ感情，子ども

（１１）特別養護老人ホームにおけるターミナルケアと介護職員の意識

　

川崎医療福祉大学大学院

　

医療福祉学専攻

　

修士課程

　

○渥美

　

昇平
川崎医療福祉大学 医療福祉学科

　　

小河

【要

　

旨】

　

現在，特別養護老人ホーム（以下，特養と省略す

る）の入所者数は， 人口の高齢化に伴って増加傾向

にあり， また，入所者の要介護度も年々重度化して

いる．このような中で， 特養におけるターミナルケ

アに対する取り組みが重要視されている．そうした

ことを受けて，平成１８年４月の介護報酬改定おいて

新たに「重度化対応加算」と「看取り介護加算」が
創設され，特養での「終のすみか」としての役割が

明確にされた．

　

しかしながら，特養におけるターミナルケアのあ

り方について具体的に明示されたものは現時点では極

めて少なく，各施設においても取り組みには大きな

差がある．こうした状況下において，実際に利用者

のケアに当たっている介護職員は，ターミナルケア

に対してどのような意識を持っているのであろうか．

　

本研究では，特養に勤務する介護職員を対象に，
ターミナルケアに関する意識や経験について質問紙

　

学

　

矢、…冨祉学科

　　

小河

　

孝則

　　

田並

　

尚恵

調査を行った．調査を通して，ターミナルケアが特

養において実践されるためには，どのような対応や

対策が必要なのかを検討した．

　

調査用紙をＡ県およびＢ県に所在する特養の介

護職員に配布した．配布数４４０部，回収数１６６部（回

収率３７．７％）であった．

　

調査結果より，介護職員の６６．３％が，ターミナル期

の利用者を介護することについて不安や戸惑いがあ

ると回答した．そして，不安の有無と 「ターミナル

期利用者に対する特別なケア」，「利用者全般に対す

る死の意識」との間に有意な関連が見られた．また，
不安の有無と年齢や経験年数との間には有意な関連

が見られなかった．さらに， 今後の研修に対する希

望を尋ねたところ，８４．４％が研修を希望していた．
今後， 介護職員の抱える不安を解消ないし軽減さ

せるためには，ターミナルケアにおける具体的な介

護のあり方を明確化することと， 介護職員に対する

研修を充実させることが必要であると考えられる．

○前田
可児

史篤

　　

田淵

　

昭雄

－孝

（１２）携帯型瞳孔視野計の開発

　

川崎医療福祉大学

　

感覚矯正学科

【要

　

旨】
目的：瞳孔視野とは，光刺激に対する対光反射の閥値

や反応量を指標にして，他覚的に視野を評価する方法

である．これまで我々は， 液晶ディスプレイを利用

した瞳孔視野計を試作し，その臨床応用について検

討してきた． 本研究では，Ｈｅａｄｍｏｕｎｔｄｉｓｐｌａｙ（以

下，ＨＭＤ）を応用し，ゴーグル型瞳孔視野計とし

て，新たに小型化した装置を試作したので報告する．
方法：刺激用の ＨＭＤ には， ＭｅｄｉｔｅｓｔｅｒＶＯＧ（松

下電工）のゴーグルを応用した．ゴーグルの内部に

は，刺激用に２インチの液晶ディスプレイと瞳孔の

赤外線像記録用のＣＭＯＳカメラを各眼に内蔵させ

た．被検者には，任意の姿勢でゴーグルを装用させ，
液晶ディスプレイの中央に示された中心固視標を注

視させた．刺激はｓｗｉｎｇｉｎｇｎａｓｈｌｉｇｈｔｔｅｓｔの要領

で，各眼に周期的交互刺激を行い， 誘発された対光

反射の反応量を相対的に分析した．
結果：ゴーグル型瞳孔視野計では，小型液晶ディス

プレイを各眼に内蔵することで， 従来の単眼刺激に

加えて，周期的交互刺激による各眼対光反射の相対

評価が可能となった．また，刺激の自由度が向上し

たことで，形状やサイズを目的に応じて可変し，局

所的な視野刺激ができるようになった． 本機器を用

いて，正常成人に対して測定を行ったところ， 各眼

対光反射の反応量は等しかった．また， 緑内障症例

については，相対的瞳孔求心路障害を検出すること

が可能であった．

　

ゴーグルは小型かつ軽量で可搬性があり，被検者

は任意の姿勢で負担なく検査を受けることができた．
他の視野検査と比べて，省スペースで本式の暗室を

必要とせず， 検査の実施が簡便であった．
結論：ＨＭＤを利用したゴーグル型瞳孔視野計は，
省スペースで簡便に瞳孔視野の測定が可能であり，
今後の臨床応用が期待される．

　

本研究は，平成１７年度川崎医療福祉大学大学院プ
ロジェクト研究費の援助を受けた．


